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作成のポイント 

法人番号 6000020032018 

 給与支払報告書 個人別明細書 

ここにも注意！ よくある記載漏れ・間違い 

給与支払報告書（個人住民税特別徴収）に関するお問い合わせ先 

盛岡市 財政部市民税課 

 市民税第一係 

 電話 019-613-8496（直通） 

 Web http://www.city.morioka.iwate.jp 

広報ID 1000488 

 

電子メールでのお問合せは、上記盛岡市公式ホームページのお問い合わせフォームをご利用ください。 

給与支払報告書の提出受付は既に始まっています 

○内容に漏れや誤 りが あ った場合，  

  控除額が住民税に正しく反映できない 

  ことがあります。 

正確な記載をお願いします 

盛岡市 広報キャラクター 「モリィ」 

令和７年度 

〒020-8530 

岩手県盛岡市内丸12番2号 

 盛岡市役所 市民税課 市民税第一係 行 

（令和７年度 給与支払報告書 在中） 

給与支払報告書送付の際に宛名ラベルとしてお使いください。 

 「16歳未満の扶養親族」 を 「その他の扶養親族」 として数える誤りが多くあります。 

 扶養親族の方の年齢を毎年確認のうえ、記載してください。                                                                                                  

16歳未満の扶養親族の数に注意してください 

  住宅借入金等特別控除の記載内容に不足があると、住民税での控除が適用できません。 

  特に  ・居住開始年月日 

・住宅借入金等控除区分 

・住宅借入金特別控除可能額 

の記入漏れや誤りが多く見受けられます。 

住宅借入金等特別控除の内訳を正しく記載してください 

 生命保険料控除の金額のみ記載し、支払額の内訳の記載が漏れている誤りが多くあります。内訳

に記載の無い場合や記載に誤りのある場合、住民税の計算時に生命保険料控除が適用されない

ことがあります。 

生命保険料等の内訳は必ず記載してください 

 令和６年中に入社した方で前職分の支払額等を含めて年末調整した場合、支払額等を摘要欄に記

載してください。記載内容に不足がある場合、住民税の計算時に前職分の給与が二重に計上されてし

まうことがあります。また、複数の前職分を含む場合、それぞれの支払額等を分けて記載してください。 

前職分の情報を詳しく記載してください 



 

 

① 

② 

② 

③ 

④ 
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記入のポイント  

※その他の変更点や詳細については、国税庁作成の「令和６年分 給与所得の源泉徴収票等の法定調書の作成と提出の手引き」を参照してください。 

 

③ 前職の情報を記載してください 

 前職分の支払額を含めて年末調整した場合、 
 

・前職分事業所名と所在地 

・前職の退職年月日 

・前職分の給与支払額、社会保険料控 
 除額、源泉徴収税額 

を記入してください。 

 

配偶者に収入がある場合、収入金額ではなく
所得金額を記入してください。 

④ 所得金額を記入してください 

※給与収入をそのまま記入する誤りが多いです 

 

② 生命保険料等の内訳は必ず記入 

  してください 

住民税の生命保険料の控除額の算出に必要

です。 

① 扶養親族の年齢要件に注意してください 

0 ～15 歳 
平成21年1月2日 

以降生 

16歳未満 

扶養親族の数 

16 ～18 歳 

平成18年1月2日 

～ 

平成21年1月1日生 
その他 

19 ～22 歳 

平成14年1月2日 

～ 

平成18年1月1日生 
特定 

23 ～69 歳 

昭和30年1月2日 

～ 

平成14年1月1日生 
その他 

70 歳以上 
昭和30年1月1日 

以前生 老人 

 

⑤ 定額減税に関する記載をしてください 

年末調整をした場合は、摘要欄に令和６年分所得税
の定額減税に関する記載が必要になります。 

年末調整をしない場合は記載不要です。 

 

〇実際に控除した年調減税額がある場合 

・「源泉徴収時所得税減税控除済額××円」 

 と記載してください。 

 

〇年調減税額のうち年調所得税額から 

 控除しきれなかった金額がある場合 

・「控除外額××円」と記載してください。 

・控除しきれなかった金額がない場合は、 

 「控除外額0円」と記載してください。 

 

〇合計所得金額が1,000万円超の方で、 

 同一生計配偶者を年調減税額の計算に 

 含めた場合 

・「非控除対象配偶者減税有」と記載してください。 

・同一生計配偶者が障害者、特別障害者又は 

 同居特別障害者に該当する場合は 

 「減税有」の追記してください。 

 記載例：盛岡町子（同配） 減税有 

 
 

 

⑤

摘要欄には、定額減税に関
する事項を最初に記載する
など、書ききれないことがな
いよう御留意ください。 


